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改 訂 版  

 

「介護者支援の推進に関する法律案 （仮称）」 

政策大綱 （第二次素案） 

 

 

 

 
＊ 「介護者」とは、介護、看病、療育、世話、こころや身体に不調のある人への気遣いなどの必要

な家族や近親者・友人・知人などを無償でケアする人のことです。 

 

 

市民法制局・社会保障改革研究会（第 10 回） 

平成 22年 2月 27 日(土) 

平成 22 年４月 10 日(土)修正 

平成 23年 6月 28 日(火)修正 
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 趣 旨  

～社会保障改革の中で、なぜ今「介護者支援」なのか？～ 

 

(破綻しつつある我が国の社会保障) 

 我が国の社会保障制度は、近年、人口構造の変化、家族規模の縮小、経済の停滞等を

背景にした財政の逼迫及びグローバル化の進展等の内外の諸要因によって翻弄され続

け、その社会統合の手段としての機能の弱体化を露呈しつつある。さらに、社会保障の

現場においても、平成23年３月11日に発生した東日本大震災によって、多くの問題点が

白日の下にさらされた。大震災に際しては、長期間にわたる避難生活において、介護又

は支援を必要とする人々のみならず、介護や支援を行っている人々も、想像を絶する苦

しみを受けた。もはや、社会保障制度の早急かつ抜本的な見直しは不可避である。その

際には、まず、時代を超えた安定的なセーフティネットとしての社会保障制度を支えて

いくため、改めて、その「心棒」を再構築し、再確認することが必要である。 

 

（社会保障制度再構築の心棒としての「個人連帯」・「生活保障」の視点） 

 翻って考えるに、自由が確立した近代民主国家における社会保障制度は、国民の生

命・身体・財産を守るべき国家による必要不可欠な施策が十分に実施されていることを

前提として、個人の主体性を十分に尊重した上での社会連帯、いわば「個人連帯を基礎

とする市民社会」の精神に基づいて、自助と共助の相互補完性をベースに、その基本的

な制度設計が行われなければならないのではないだろうか。社会保障制度を再構築する

に当たっては、このことを再確認しておくと同時に、そこにおける社会保障は、当然の

ことながら、個人の地域における生活レベルでの「生活保障」でなければならないこと

も、改めて確認しておく必要があると考える。 

 

（社会保障制度再構築の典型的事例としての介護問題と「介護者支援」の必要性） 

 このような「個人連帯」及び「生活保障」の視点から現在の社会保障制度に係る問題

を眺めた場合、その問題状況が臨界点に達している最も典型的な事例は、介護問題であ

ろう。国民の誰もが「被介護者」になり、また、「介護者」になる蓋然性が極めて高い

こと、しかも、介護問題は、医療や年金など他の問題と比べて、はるかに、一律的な問

題処理に適さない多様性のあるものであって、そこでは「個人としての尊厳ある生き方」

を前提にした制度設計が求められていると言えるからである。 

そして、ここで特に留意しなければならないのは、この介護問題には、「被介護者」

に対する支援にとどまらず、「介護者」に対する支援が当然に含まれなければならない

ということである。介護問題は、介護関係の両当事者である「被介護者」と「介護者」

の双方を取り上げてはじめてその全体像が把握できる問題なのであり、そもそも、社会

福祉国家を標榜する先進諸国で、「介護者」に対する支援が政策課題として取り上げら

れていないのは、我が国くらいであると言っても過言ではない。 
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（「介護者支援」の理念と介護者の「均等取扱い」の権利） 

 以上のことを踏まえて、介護問題への対応の基本的姿勢を確認するとすれば、次のよ

うになろう。まず、①介護関係の両当事者がともに尊重されなければならないこと、その

上で、②介護者が無理なく介護を続けることができる環境を醸成・整備すること、そのた

めには、③介護者が就業を継続することができる等その社会参加を行うことが保障される

ようにし、決して、介護のために社会から隔離されてしまうような状況に追い込まれてし

まうことがないように配慮したものでなければならないこと------この３点を、基本理念と

して確認するところから始めなければならないと考える。 

同時に、介護者は、このような基本理念の下に尊重され、職業生活その他の社会生活の

幅広い分野における活動に参加する機会が均等に保障される「権利」を有することを、明

確にする必要がある。 

また、以上のような基本理念にのっとり、かつ、介護者の権利に配慮しつつ、各市町村

等においては、この法律において示唆するような介護者支援に関する諸施策を実施してい

くことなるわけであるが、それが真に実効性をもった施策として実施され、運用されるた

めには、①ＮＰＯその他の民間団体と協働する等して、介護における「地域力・住民力」

を十分に活かすような工夫が、各市町村の特性に鑑みながら、なされるべきこと、また、

②決して「家族介護」の固定化を助長するようなものとして、運用されてはならないこと

にも、留意しておく必要があろう。 

 

（介護者支援の推進のための法整備へ！） 

そもそも、誰もが「尊厳ある個人」として、その自らの生き方（ワーク・ライフ・バラ

ンス）を自己決定できる存在として正当に評価され、職業生活その他の社会生活の幅広い

分野における活動に参加する機会が均等に保障される「権利」を有していることを前提と

するならば、介護者支援は当然に講じられるべき施策の一つなのであって、これまで、近

親者等による介護を、第三者による介護と区別して制度外に放逐し、その経済的・肉体的・

精神的な負担の全てを介護者自身に負わせたまま、介護者を社会的に排除し、時には家族

関係が破綻するまで追いつめてきた状態こそが問題とされなければならない。 

全ての介護者をこのような現状から救出し、これを社会的に包摂する制度を構築するこ

とは、一刻の猶予もできない最重要の課題として認識されるべきであり、介護者支援のた

めの諸施策を、早急かつ実効性をもって確実に推進していくためにも、これに法的裏付け

を与える必要がある。 

 

私たちは、このような認識に立って、ここに、「介護者支援の推進に関する法律案（仮

称）」を提案する。
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 法律案の概要  

 

～「介護者支援の推進に関する法律案(仮称)」に盛り込むことが考えられる事項～ 

 

 《目 次》 
第一 総則 
一 目的 
二 定義（被介護者・介護者） 
三 基本理念／介護者の権利と個人連帯の責務／留意事項 
四 市町村の責務／都道府県の責務／国の責務／介護関係者・団体等の努力 

第二 介護者実態調査の実施 
一 国による介護者実態調査の実施 
二 介護者実態調査の実施に当たっての基本的事項 
三 介護者実態調査の結果の分析・評価に当たっての基本的事項 
四 介護者実態調査の結果及びその分析・評価の公表 

第三 介護者支援に関する基本的施策 
一 包括的地域生活支援センター・介護者支援センターの設置に向けての体制整備 
二 教育及び啓発のための措置 
三 介護者支援対策に係る専門的人材の確保等のための措置 
四 介護者アセスメントの実施等に向けての体制整備 
五 レスパイト施設の設置その他の負担軽減等のための措置に向けての体制整備 
六 就業の継続その他の社会参加のための措置についての検討 
七 常時介護者の所得保障のための措置についての検討 

第四 介護者支援推進協議会（仮称） 
第五 施行期日 

 

第一 総則 

一 目的 

この法律は、近年における内外の社会経済事情等に鑑み、介護をめぐる諸問題への

対応は我が国の社会保障制度への信頼とその安定的運営を確保する観点から一刻の猶

予もできない最重要の課題であることを踏まえて、特に、従来の介護に関する諸制度

において等閑視されてきた介護者に対する適切な支援を早急かつ実効性をもって確実

に推進するため、①(a)介護者支援に関する基本理念及び介護者の権利等を定め、並び

に(b)市町村等の責務等を明らかにするとともに、②介護者実態調査の実施及び③介護

者支援に関する基本的施策等の介護者支援の推進に関し必要な事項を定めることによ

り、介護をめぐる問題の解決の促進を図り、もって国民の福祉の増進に資することを

目的とするものとする。 

 

二 定義 

  １ 被介護者 

 原因の如何を問わず、障害又は傷病のため日常生活又は社会生活を営む上で、継
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続的に介護又は支援を受けている全ての者をいうものとする〔介護保険制度の対象

とされる高齢者に限らず、介護を必要とする心身の障害者(児)等を幅広く含む趣旨

である。〕。 

  ２ 介護者 

 常時又は随時、被介護者の介護又は支援を行う者のうち、当該介護又は支援に係

る役務の提供に関して、その対価として相応の報酬を受けていない者をいうものと

する〔なお、当該被介護者を他の者と共同して又は分担して、介護又は支援をして

いる者も、当然に含まれている。〕。 

 

三 基本理念及び介護者の権利等 

 １ 基本理念 

 介護者支援に関する施策は、次の事項を基本理念として、講じられなければなら

ないものとする。 

  ① 介護関係の両当事者である被介護者及び介護者が、尊厳ある個人として、とも

に尊重されること。 

  ② 介護者が無理なく介護を続けることができる環境を醸成・整備すること。 

  ③ 介護者が就業や学業その他の活動を継続することができる等その社会参加を行

うことが保障されるようにし、決して、介護のために社会から隔離されてしまう

ような状況に追い込まれることがないように配慮されたものであること。 

 ２ 介護者の権利と個人連帯の責務 

① 介護者は、１に定める介護者支援に関する施策の基本理念（以下単に「基本理

念」という。）にのっとり、尊厳ある個人として尊重され、職業生活その他の社

会生活の幅広い分野における活動に参加する機会が均等に保障され、その行う介

護に関し、この法律の定める介護者支援に関する基本的施策に基づいて各市町村

等が実施する支援措置を受ける権利を有するものとする。 

② 何人も、介護者の置かれた現状と基本理念にのっとった介護者支援の必要性に

ついて理解を深めるとともに、個人連帯の理念に基づき、自ら進んで、介護者の

社会参加その他の介護者支援に関する施策の実施に協力するよう努めるものと

する。 

 ３ 留意事項 

 介護者支援に関する施策の実施に当たっては、次の事項に留意されなければなら

ないものとする。 

① ＮＰＯその他の民間団体の柔軟な創意工夫を最大限に活かして行うべく、でき

る限り、その事業をＮＰＯその他の民間団体に委託する等して行うよう努めるこ

と。 

② 「家族介護」等の近親者・近隣者等による無償の介護の固定化を助長するよう

なものとして運用されてはならないこと。 
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 四 市町村等の責務等 

１ 市町村の責務 

 市町村（特別区を含む。）は、基本理念にのっとり、介護者支援に関し、地域

住民に最も身近な基礎的地方公共団体として、介護者が地域社会において尊厳あ

る個人として尊重され、職業生活その他の社会生活の幅広い分野における活動に参

加する機会が均等に保障されながら、その行う介護に関し、この法律の定める介護

者支援に関する基本的施策に基づいて当該市町村が実施する支援措置を受けられる

よう、自主的かつ自立的に、介護者支援に関する施策を策定し、及び実施する第

一義的な責務を有するものとする。 

 ２ 都道府県の責務 

 都道府県は、基本理念にのっとり、介護者支援に関し、市町村を包括する広域

的な地方公共団体として、その包括する市町村における介護者支援に関する施策

の円滑かつ実効的な策定及び実施を支援するとともに、自らも積極的にソーシャ

ル・ワーカーその他の介護者支援に関して専門的知識及び経験を有する人材の確

保、養成及び資質の向上その他の必要な施策を策定し、及びこれを実施する責務

を有するものとする。 

  ３ 国の責務 

 国は、基本理念にのっとり、市町村及び都道府県における介護者支援に関する

施策の策定及び実施が円滑かつ実効的に行われるよう、財政上及び法制上必要な

措置を講ずる責務を有するものとする。 

４ 介護関係者・団体等の努力 

 介護に関する職務に従事する者及びこれに関係するＮＰＯその他の民間団体

は、介護に関する関心及び理解の増進に果たすべき重要な役割に鑑み、基本理念

にのっとり、その事務又は事業を誠実に遂行するとともに、その事務又は事業の

遂行に当たっては、市町村及び都道府県の介護者支援に関する施策の策定及び実

施に積極的に参加し、協力し、及び他の者の行う介護者の支援に関する活動と連

携するよう努めるものとする。 

 

第二 介護者実態調査の実施 

一 国による介護者実態調査の実施 

介護者支援に関する施策の策定及び実施に当たっては、(a) 在宅介護その他の介護

の状況、(b) 介護及び介護者支援に対する介護者の意識等、介護者の実態に関する正

確な把握が前提となることに鑑み、国は、定期的に、介護者の実態に関する総合的な

調査(以下「介護者実態調査」という。)を行うものとする。 

  ※ この法律の施行後最初に行われる介護者実態調査については、上記の規定中「定

期的に」とあるのは「この法律の施行後速やかに」と読み替えて適用されるものと

する。 
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二 介護者実態調査の実施に当たっての基本的事項 

介護者実態調査は、基本理念にのっとり、かつ、第三に定める介護者支援に関する

基本的施策を踏まえるものとするほか、次に掲げることを基本として行われるものと

する。 

① 介護者実態調査の調査対象には、被介護者及び介護者のほか、地方公共団体及び

介護者支援を行っているＮＰＯその他の民間団体も広く含まれるものとすること。 

② ①の「介護者」には、介護保険法に定める「要介護者」・「要支援者」に該当し

ない介護を要する多様な者の介護又は支援を行う者〔＝要するに、この法律におい

て定義する広義の「介護者」〕が、その調査対象として実際に含まれるように留意

するとともに、介護者が介護に専念することによってその日常生活又は社会生活を

営む上で著しい影響を受けるその近親者等〔＝例えば、被介護者である障害児の兄

弟姉妹等〕の状況についても調査を行うよう配慮されるものとすること。 

③ ①の「地方公共団体」に関しては、その講じている介護者支援の有無及び内容に

ついても、調査対象とすること。 

④ 介護者に対する調査項目には、(a) 介護時間や介護期間、介護をしている人数、

介護に係る経済的負担及びその前提としての世帯の経済的状況等の「介護に関する

状況」に関する項目のみならず、(b) 介護者の負担感や介護者支援策に関する意向

等の「介護者の意識」に関する項目も、その調査項目に含まれるものとすること。 

 

三 介護者実態調査の結果の分析・評価に当たっての基本的事項 

介護者実態調査の結果の分析・評価は、基本理念にのっとり、かつ、第三に定める

介護者支援に関する基本的施策を踏まえるほか、次に掲げることを基本として行われ

るものとする。 

① 介護者の性別や年齢、被介護者との関係、その経済的状況、利用している被介護

者又は介護者に係る支援策の有無及び内容との関係等「介護者の視点」を加えた的

確な指標を開発し、これによって、より適切かつ実効的な介護者支援に関する施策

の策定及び実施に資するような分析・評価を行うものとすること。 

② 被介護者及び介護者に関する実態だけを分析・評価するのではなく、想定される

介護者支援に関する施策の実施に要する財源、人材その他の社会的資源の地域ごと

の供給可能量との関係をも踏まえた分析・評価を行うものとすること。 

③ この法律による介護者実態調査の結果のみに依拠するのではなく、国その他の公

私の団体及び研究者等による各種調査の結果も含めて、総合的な分析・評価を行う

よう努めるものとすること。 

 

四 介護者実態調査の結果及びその分析・評価の公表 

介護者実態調査の結果及びその分析・評価については、統計法第３条第３項に定め

るところにより、広く国民が容易に入手し、効果的に利用できるものとして提供され

なければならないものとする。 
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第三 介護者支援に関する基本的施策 

 

以下に掲げる介護者支援に関する基本的施策は、第二に定める介護者実態調査

を踏まえて、適切かつ実効的な施策としてその内容が具体化されることを前提と

したものである。すなわち、条文上はそれ自体でほぼできあがっている二・三を

除けば、一・四及び五に掲げる施策については、各市町村(及び都道府県)の「体

力」に応じて自主的・自立的に〔段階的に〕実施されていくことを予定しており、

この法律においては、そのための「体制整備」の措置を講ずる義務を課すること

にとどめているし、また、六・七に掲げる施策については、その是非も含めて国

において「検討」すべき事項として整理しているところである。 

 

 

一 包括的地域生活支援センター・介護者支援センターの設置に向けての体制整備 

 市町村は、介護者支援に関する施策を推進するに当たって、専門的知識及び経験

に基づいて総合的かつ計画的にその施策を実施するとともに、利用者の便宜に考慮

して、ワン・ストップ・サービスの趣旨を実現するため、「包括的地域生活支援セ

ンター（仮称）」及び「介護者支援センター（仮称）」の設置に努めるものとし、

少なくとも、その設置に向けて必要な体制の整備を行うものとする。なお、その体

制整備に当たっては、次の事項に留意するものとする。 

① 包括的地域生活支援センターが行うべき業務 

包括的地域生活支援センターは、概ね自治体に１か所程度、人口10万人を超す

場合は10万人当たりに１か所程度設置し、利用者に24時間365日対応できるように

するとともに、次に掲げる業務を行う施設とすること。 

(a)  介護者がいる世帯に対する積極的訪問〔アウト・リーチ〕 

(b)  10名程度の他職種の専門家（介護者支援専門員１名を含む。）によって構成

されるチームによる、介護者及び被介護者の生活全般に対する包括的な支援の

実施 

(c) 介護者及び被介護者に対するカウンセリングの実施その他の介護者及び被介

護者からの相談並びに介護者及び被介護者に対する指導及び助言 

(d) ソーシャル・ワーカーその他の介護に関する専門的知識及び経験を有する人材

の確保、養成及びその資質の向上並びに介護に関する研修会の実施 

(e)   上記のほか、介護者及び被介護者に対する支援に関する事項 

② 介護者支援センターが行うべき業務 

介護者支援センターは、概ね自治体に１か所程度、人口３万人を超す場合は３

万人当たりに１か所程度設置し、次に掲げる業務を行う施設とすること。 

(a)  四の１の介護者に対するアセスメントの実施及び四の２の介護者生活総合プ

ランの策定 

(b) 介護者に対する相談、指導及び助言 
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(c) 介護者同士の情報交換の場の提供を含む介護者支援に関する情報の提供 

(d) 上記のほか、介護者支援に関する事項 

 

③包括的地域生活支援センター及び介護者支援センターの設置、管理・運営に関する

事項 

包括的地域生活支援センター及び介護者支援センターの設置、管理・運営に

当たっては、特に、次に掲げる事項を心掛けるべきこと。 

(a) 設置に当たっては、自治体は介護者をはじめとした関係者・機関と企画の段

階から十分協議し、その後の管理・運営が円滑に実施できるよう努めるものと

すること。 

(b)  地元に密着したＮＰＯその他の民間団体の柔軟な創意工夫を活かした「地域

力・市民力」を活用するべく、地方自治法の規定に基づく指定管理者制度や

委託措置等の活用に努めるものとすること。 

(c)  自治体の関係部署、他の介護に関する支援その他の機関〔高齢者介護に関

する地域包括支援センター等〕と相互に密接な連携を図り、実効的に行うよ

う努めるものとすること。 

(d)  年度ごとに自治体、介護者をはじめとした関係者・機関により運営状況を評

価し、公表すること。 

 

二 教育及び啓発のための措置 

国及び地方公共団体は、地域社会における介護者支援に関する施策の成否は、介

護者支援の必要性に関する国民の理解にかかっていると言っても過言ではないこ

とに鑑み、基本理念その他の介護者支援に関する施策について国民の理解を深める

ため、あらゆる機会を通じて、その教育及び啓発に努めるものとする。 

 

三 介護者支援対策に係る専門的人材の確保等のための措置 

国及び地方公共団体は、次の四に掲げる介護者アセスメントや介護者生活総合プ

ランの策定、介護者に関するカウンセリングの実施その他の介護者支援に関する施

策が、これを行うために必要な専門的知識及び経験を有する者（ソーシャル・ワー

カー等）によって行われるべきことに鑑み、介護者支援に関して専門的知識及び経

験を有する人材の確保、養成及びその資質の向上に必要な措置を講ずるものとす

る。 

 

四 介護者アセスメントの実施等に向けての体制整備 

１ 介護者に対するアセスメントの実施にむけての体制整備 

 市町村は、その区域内に居住する介護者の状況等を正確に把握した上で当該介護

者が適切なサービスが受けられるようにするため、その申請を受けて行われる介護

者に対するアセスメントの実施に努めるものとし、少なくとも、その実施に向けて
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必要な体制の整備を行うものとする。 

  ２ 介護者生活総合プランの作成に向けての体制整備 

 市町村は、１のアセスメントの結果を踏まえて、介護者ごとの介護生活に係る総

合的な生活プラン（以下「介護者生活総合プラン」という。）を作成するよう努め

るものとし、少なくとも、その作成に向けて必要な体制の整備を行うものとする。

なお、その体制整備に当たっては、次の事項に留意するものとする。 

① 介護者生活総合プランの作成は、介護者と市町村との契約であると同時に、介

護者支援を受けることは介護者の権利であること及び介護者に対して必要な支援

措置を実施することは市町村の責務であることに鑑み、介護者からの丁寧なヒア

リングに基づいて、当該介護者の意向を最大限受け入れた形でなされなければな

らないこと。 

② 介護者生活総合プランの策定に当たっては、当該介護者が介護又は支援をする

被介護者について介護サービス計画（ケア・プラン）があるときは、これと整合

性が保たれたものとすること。 

 

 五 レスパイト施設の設置その他の負担軽減等のための措置に向けての体制整備 

 介護疲れによる事件が報じられるたびに、「無理なく介護が続けられる」環境整備

の必要性が痛感させられる。そのような環境整備の方策の一つとして挙げられるのが、

いわゆる「レスパイト〔＝休息・息抜きの意味〕施設」の設置である。これによって、

介護者自身の負担が軽減され、また、社会参加の機会も保障されることによって介護

者がリフレッシュすることができれば、被介護者にとっても、よりよい介護を受ける

ことができるようにもなるからである。 

１ レスパイト施設の設置等に向けての体制整備 

 市町村は、介護者の介護に係る負担を軽減し、及びその社会参加の機会を保障す

るため、定期的又は介護者の心身の状況に照らして随時に、被介護者が短期間介護

を受けるために必要となる居室を備えた施設（以下「レスパイト施設」という。）

を設置するよう努めるものとし、少なくとも、その設置に向けて必要な体制の整備

を行うものとする。また、都道府県は、(a) レスパイト施設を設置する市町村に対

して財政上の支援及び指導・助言を行うとともに、(b) 広域的な対応をするため自

らもレスパイト施設を設置するよう努めるものとし、少なくとも、これらの施策の

実施及び施設の設置に向けて必要な体制等の整備を行うものとする。なお、その体

制整備に当たっては、次の事項に留意するものとする。 

①   レスパイト施設は、介護労働に対する有給の休息・休暇であるとの思想の下に、

その利用は、原則として、無償とすること。 

②  レスパイト施設は、単に介護者の休息・休暇のために介護者から切り離して被

介護者を一時的に預かる形態のものにとどまらず、介護者が被介護者とともに休

息・休暇をとるための施設としても運営できるような創意工夫を行うこと。 

２ その他の負担軽減・社会参加促進のための措置に向けての体制整備 
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市町村は、ＮＰＯその他の民間団体の創意工夫を活用しながら、上記１の②のよ

うな施設による介護者の休息・休暇の方法にとどまらず、介護者が被介護者ととも

にその居宅を離れて休息するための旅行、地域的イベントへの参加その他の社会参

加を促進するための措置についても、これを講ずるよう努めるとともに、少なくと

も、その措置の実施に向けて必要な体制の整備を行うものとする。 

 

六 就業の継続その他の社会参加促進のための措置についての検討 

 介護問題においては、介護者の「個人としての尊厳ある生き方」の確保に配慮する

ことが重要であるが、そのためには、就業の継続に象徴されるような「社会参加」の

機会の保障が重要な施策の一つであると認識されている。 

 国は、このような認識に基づいて、次に掲げる介護者支援に関する施策を実施する

ために必要な法制上及び財政上の措置について検討を加え、その結果に基づいて必要

な措置を講ずるものとすること。 

  ① 就業機会の提供 

  ② 再就職のための職業訓練の措置 

  ③ 短時間勤務のための措置 

  ④ 介護休暇制度の拡充のための措置 

 

七 常時介護者の所得保障のための措置についての検討 

 介護者の中でも「常時介護者」〔例えば、週20時間（あるいは35時間）以上介護に

関する役務の提供に携わっている者など〕については、当該介護によって就業による

所得その他の機会費用を逸していると考えることができる。この「介護労働」を正当

に評価し、その所得の一部を保障するため、介護者手当の制度を創設するほか、通常

の勤労者とのバランスも考慮して税制及び年金その他の社会保険法制上の特例措置を

設けることが、真剣に検討されるべきである。 

 国は、このような認識に基づいて、次に掲げる介護者支援に関する施策を実施する

ために必要な法制上及び財政上の措置について検討を加え、その結果に基づいて必要

な措置を講ずるものとする。 

① 介護者手当の支給 

(a) 都道府県〔あるいは市町村？〕は、介護者のうち条例で定める一定時間以上介

護に関する役務に携わっていることその他条例で定める要件に該当する者（以

下「常時介護者」という。）に対して、その申請に基づいて、別表に掲げる区

分〔？〕に応じた介護手当を支給する。 

(b) 介護手当の支給に要する費用のうち、○分の○については、予算で定める

ところにより、国が補助する。 

② 介護者に係る税制上の特例措置 

③ 介護者に係る社会保険適用上の特例措置 

(a) 介護期間に係る各種年金保険料の納付済期間への算入の特例 
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(b) 介護中の事故に係る労災補償保険の特例適用 

 

第四 介護者支援推進協議会〔仮称〕 

１ 設置 

  この法律及び統計法の定めるところにより、正確かつ有意な介護者実態調査を

行い、その結果の適切かつ実効的な分析・評価を踏まえて、この法律に定める介

護者支援に関する基本的施策を具体化した措置が迅速かつ適切に講じられるこ

ととなるよう、内閣府(？)に、介護者支援推進協議会(以下単に「協議会」とい

う。)を置くものとする。 

２ 委員 

  (1) 協議会は、委員○○人以内で組織するものとする。 

(2) 協議会の委員は、次に掲げる者のうちから、内閣総理大臣が任命するものとす

る。この場合において、委員の構成については、協議会が様々な介護の当事者

の意見を聴き介護の実情を踏まえた協議を行うことができることとなるよう、

①に掲げる者を委員の半数以上とする等の配慮がなされなければならないもの

とする。 

① 介護関係の両当事者である介護者及び被介護者 

② 介護者支援に関して専門的知識及び経験を有する者 

③ 介護者支援に関して学識経験を有する者 

(3) 委員の任期は、○年とする。ただし、補欠の委員の任期は前任者の残任期間と

する。また、委員は、再任されることができるものとする。 

(4) 委員会に委員長を置き、委員の互選によって選任するものとする。 

３ 所掌事務 

    協議会は、次に掲げる事務をつかさどるものとする。 

① 介護者実態調査の調査対象、調査項目等に関する事項及びその結果の分析・

評価の基本に関する事項 

② 第三の二及び三に掲げる介護者支援に関する基本的施策として国が行うべ

き措置に関する事項 

③ 第三の一、四及び五に掲げる市町村又は都道府県が実施するべき介護者支援

に関する施策に関して、国が行うべき措置に関する事項 

④ 第三の六及び七に掲げる介護者支援に関する施策に関する検討及びその結

果に基づき講ずべき措置に関する事項 

⑤ その他介護者支援に関する重要事項 

４ 権限 

(1) 協議会は、その所掌事務を遂行するため必要があるときは、関係行政機関の長

に対して、報告を求めることができるほか、資料の提出、意見の開陳、説明そ

の他必要な協力を求めることができるものとする。 

(2) 協議会は、その所掌事務に関し、自ら調査審議し、必要と認められる事項に関
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し、内閣総理大臣、関係各大臣又は長官に対して、意見を述べることができる

ものとする。 

 

第五 施行期日 

  この法律は、公布の日から起算して○○月を経過した日から施行する。 

 


